
◆避難所等への避難者に対して支給する当面の食料や生活必需品の充実を検討する。
◆災害発生時の資機材整備のほか、拠点避難所における水害リスクのある備蓄倉庫の上階移設
や、停電時の電源確保に向けた電気設備改修等を行う。

災害対策資機材整備事業、備蓄物資整備事業、拠点避難所電源設備整備事業

◆拠点避難所での学校避難所運営協力本部連絡会の開催や訓練の充実のほか、地域における防
災関係団体との連携により、災害対応力の強化を図る。
◆「江東区避難行動支援プラン」（令和5年4月修正）に基づき、避難行動要支援者の避難体制の整
備を図る。

民間防災組織育成事業、避難行動支援事業

◆首都直下地震等による東京の被害想定（令和４年５月）や、本年5月に改定される東京都地域防
災計画を踏まえ、江東区地域防災計画を改定し、自助・共助の促進を図る。
◆震災時における電気に起因する火災抑制を目的とし、火災危険度の高い地域における感震ブ
レーカーの設置を推進し、災害に強いまちづくりを目指す。
◆防災ギフトの配付を通じ、備蓄の促進により、自助による区民の防災力のさらなる底上げ、防災啓
発の一層の推進を図る。

危機管理訓練事業、危機管理啓発事業、地域防災計画進行管理事業、防災ギフト配付事業

◆都の被害想定見直しを踏まえ「江東区地域防災計画」を改定し、防災・減災対策の一層の充実を図る。
◆令和3年に災害対策基本法等が改正され、地域防災計画に定めるところにより、避難行動要支援者ごとに個別避難
計画を作成することが市町村の努力義務となった。

◆家具などの転倒防止策を行っている区民の割合は若干の数値の低下が見られた。災害における
被害を最小限に抑えるためにも、各家庭での防災意識向上のための取り組みが必要である。

大地震時の死亡原因のうち家具等による圧死が高い割合を占めること、家庭での防災対策の取り組
みを示す指標であるため

自助・共助・公助の取り組みにより、個人の防災対策や地域における防災活動が促進されるとともに災害時の
救助救援体制等が確立され、地域防災力が強化されています。
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◆学校避難所運営協力本部連絡会について、より実効性を高めるため、学校の主体性を確保しながら区も積極的に
参加した。避難所ノウハウの蓄積や課題抽出に向け、定期的な開催とあわせ、実践的な訓練を実施していく。
◆災害協力隊の活動促進や自主防災訓練への区民参加を促した。特に、臨海部を中心とした大規模集合住宅に重
点を置き、災害協力隊の新規結成に向けた啓発活動に取り組む必要がある。
◆避難行動要支援者の避難体制整備について、福祉避難所の拡充、個別計画作成における福祉専門職の活用を検
討していく。

地域の防災力の向上に資する活動量を示す指標であるため

◆マンション管理組合等へ共助の取り組みの重要性を促すことにより、設立に至っている。
◆新築マンション等については「江東区マンションの建設に関する条例」に基づく事前協議の回答
等により、結成を促していく。

学校避難所運営協力本部連絡会を拠点とする地域の実情に即した災害時の体制の強化を図り、共助力の向
上を図ります。また、災害協力隊の新規設立に向けた啓発活動を実施するとともに、活動に対する支援や自主
防災訓練への区民参加を促進し、地域の防災意識及び技術の向上を図ります。特に災害協力隊については、
町会等への加入率の低下や高齢化の進む現状を踏まえ、マンション管理組合を母体とした隊の結成を働きか
けていきます。さらに、避難行動要支援者名簿と個別計画の作成・更新の推進及び災害時の医療体制の整備
など、避難支援体制を強化していきます。

◆危機管理意識の普及・啓発を精力的に行っており、今後も機会を捉え、啓蒙を図っていく。
◆自然災害から区民や地域・社会経済を守るため、令和3年度に江東区国土強靭化地域計画を策定した。
◆こうとう安全安心メールでの災害情報の配信や防災関連ツイッターの運用強化を図った。引き続き災害時における区
民や帰宅困難者等に対する情報伝達手段の強化及び多様化を推進し、災害対応力の向上を図る必要がある。

（代表指標に記載）

（代表指標に記載）

江東区総合防災訓練（地域訓練）への参加を促進するとともに、訓練内容の充実に努め、区民の防災意識の
向上を図ります。また、区ホームページやSNS を活用した情報発信のほか、「防災マップ」等各種パンフレット類
の作成・配布、「防災アプリ」の配信等様々な媒体・手法を用いて、防災に必要な知識や準備を広く在勤（学）
者・来訪者・外国人も含め周知し、自助力の向上を図ります。さらに、首都直下地震発生時に最も懸念される家
屋倒壊や家具転倒から各人が命を守れるよう、家具の転倒防止対策など、生存率を高める取り組みを働きかけ
ていきます。
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◆指標については順調に推移しており、施策の進捗状況は概ね順調であると言える。
◆今後も施策が目指す江東区の姿の実現及び指標の向上に向け、下記について着実に取り組む
必要がある。

◆地域連系体制の構築、避難所運営体制の強化等区民と協働し、地域の実情に即した災害時体
制の強化に取り組む。

◆高齢化による災害協力隊の担い手不足が課題となっており、区内にある大規模集合住宅に重点
をおいて新規設立に向けた啓発活動を行うとともに、民間企業等と連携し、災害対応のための人材
を確保するなど、引き続き新たな担い手の確保に努める。

◆避難所生活者分の食料として約46万食を備蓄しているが、高齢者、乳幼児等の要配慮者や、外国人、アレルギー等
の幅広いニーズに応えるために、質を考慮した食料品や生活必需品等の整備充実を図る。
◆避難所における新型コロナウイルス感染症対策として、避難所の管理運営体制を見直したほか、拠点避難所に対し
屋内用テントや非接触型体温計など備蓄物資を拡充した。
◆資機材の操作マニュアルを区HPに掲載するなど、発災時に円滑に活用ができる取り組みを行ったが、より実効性を
高める取組が必要となっている。

◆区民の自助の取り組み促進や、共助について自主防災組織（災害協力隊）の担い手不足などの
課題がある。公助についても集合住宅が多く立地する地域特性を踏まえた水害対策や、東京都の
被害想定見直しを踏まえた地震対策の取り組みの強化が必要である。

◆江東区地域防災計画を改定し、防災・減災対策の一層の充実を図る。
◆多岐にわたる取り組みの中でも「地域防災力向上」に引き続き取り組むことで地域連携体制の構
築、避難行動要支援者対策、避難所運営体制の強化、備蓄物資の整備、災害時協定の締結、防災
に関する啓発活動等を着実に進めていく。
◆自主防災組織による個別計画の作成を引き続き進めていくとともに、福祉専門職の関与について
も検討していく。

（令和３年度外部評価実施済施策）

備蓄食料が災害対応力の強化を示す指標であるため

◆食料については賞味期限１年前に必要数を確保したうえで備蓄計画から外し、自主防災訓練の
支給物資等として活用しており、常に計画数の備蓄量を配備している。

乳幼児連れ家族や高齢者等への配慮、質を考慮した備蓄食料、生活必需品、資機材の充実、停電に備えた
電源の確保等避難所の環境整備に努めるとともに、様々な災害を想定し、避難行動や救助救援等に必要な資
機材等の整備を行います。また、南部地域ほか駅前の帰宅困難者対策や多言語化・手段の複線化なども含め
た災害情報伝達手段の強化などを進めていきます。さらに、他の自治体や医療機関との連携や、企業等との防
災協定の締結、福祉避難所やボランティア活動体制の整備等、防災体制の強化を進めていきます。
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